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〔解釈〕

○　「事業者」については、第 1条の解釈参照。

○　「管理する事業者」とは、公共的施設や公共車両等の管理の委任を受けた者をいう。

〔参考〕

○　障害者基本法では、交通施設その他の公共的施設を設置する事業者は、社会連帯の理念

に基づき、当該公共的施設の構造、設備の整備等について障害者の利用の便宜を図るよう

努めなければならない、などとしている（同法第22条の２第２項）。

○　バリアフリー法では、施設設置管理者その他の高齢者、障害者等が日常生活又は社会生

活において利用する施設を設置し、又は管理する者は、移動等円滑化のために必要な措置

を講ずるよう努めなければならない、としている（同法第６条）。

第２章　ひとにやさしいまちづくりに関する施策

（施策の基本方針）

第７条　県は、次に掲げる基本方針に基づき、ひとにやさしいまちづくりに関する施策

を実施するものとする。

（1） すべての県民がひとにやさしいまちづくりに関する理解を探め、自主的かつ積極

的にひとにやさしいまちづくりに取り組むように意識の高揚を図ること。

（2） 高齢者、障害者等が円滑に利用できるように公共的施設等の整備を促進すること。

（3）県、市町村、県民及び事業者が連携してひとにやさしいまちづくりを推進すること。

〔趣旨〕

本条は、条例第３条第１項のひとにやさしいまちづくりに関する県の責務規定を踏まえ、

ひとにやさしいまちづくりに関する施策を県が具体的に推進するに当たっての基本となる方

針を規定するものである。

第１号では、いわばソフト面からの取り組みについて規定している。すべての県民が、高

齢社会の到来への対応や障害者に関するノーマライゼーション思想などについての理解を深

めるとともに、自らの意志で積極的にひとにやさしいまちづくりに取り組むことができるよ

う、県民の意識の高揚を図るための施策を実施することとされている。なお、主要な施策に

ついては、条例第２章に規定されている。

第２号では、いわばハード面からの取り組みについて規定している。高齢者、障害者等を

含むすべての県民が安全で快適な日常生活を営むとともに、積極的に社会参加ができるよう

な生活環境の整備、即ち、ひとにやさしいまちづくり推進のため、県が設置管理する施設は

もとより、事業者の対応を促進するなど公共的施設について高齢者、障害者等を含むすべて

の県民が円滑に利用できるような施策を実施することとされている。このための施策につい

ては、条例第３章に具体的に規定されている。
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